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目的　本稿は，厚生労働統計協会の委託により実施した「縦断調査データの厚生労働政策への応用
に関する研究」の研究成果を紹介し，21世紀縦断調査の概説とその利活用への各方面からの参
加の促進を目的としている。

方法　21世紀縦断調査（出生児，成年者，中高年者調査）は，出産，子育て，成長，就業，家族形
成，引退期の健康・生活などの国民生活の重要な側面について，同一客体を長年にわたって追
跡するパネル調査手法により動態の把握を行い，各種の厚生労働施策の企画立案等に資するこ
とを目指しているが，政府がこれまで実施してきた横断調査とはデータ管理，統計分析手法，
結果の解釈，応用の仕方などが異なっており，調査実施部局だけでなく専門的分析を行う研究
者の協力や政策形成現場との問題意識の共有などが必要である。本事業ではそうした枠組みの
検討や素材となる研究を行い，さらに有識者によるアドバイザー・グループを組織して調査の
利活用や方向性の検討を行った。

結果　同調査は因果関係の検証や政策効果の測定などに効果的なパネル調査であり，また 3調査の
組み合わせによって国民生活をライフコースの視点から体系的に捉えるという諸外国にも例を
見ない特徴を有し，厚生労働行政において科学的知見に基づいた政策形成を図って行く上で有
効であり，かつ科学的な政策形成過程構築の基礎となる調査である。

結論　調査実施，分析研究，政策形成の 3分野の連携をはじめ，各方面からの協力による利活用が
望まれる。

キーワード　21世紀縦断調査，パネル調査，科学的知見に基づいた政策形成

Ⅰ　は　じ　め　に

　筆者らは厚生労働省が実施する21世紀縦断調
査の学術的な研究分析の可能性を検討し，その
有効な活用のためのシステム開発やシード研究
などを通して研究を重ねてきたが1）-3），平成23
年度において，同縦断調査の厚生労働政策への
応用に関する検討と準備に関する研究を厚生労
働統計協会の委託により実施した。本稿では，
その成果の概要について報告したい。

Ⅱ　21世紀縦断調査と分析枠組み

　本節ではまず21世紀縦断調査について概略を
紹介し，その特徴や特性などについて考える。

（ 1）　21世紀縦断調査（出生児，成年者，中高
年者調査）の概要

　21世紀縦断調査は，厚生労働省が実施してい
る21世紀出生児縦断調査，21世紀成年者縦断調
査，中高年者縦断調査の 3調査の総称であり，
いずれも同一客体を長年にわたって追跡する縦
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断調査（パネル調査）の形態を取り，客体に生
ずる経年変化を継続的に観察することによって
変化の要因や機序を解明し，関連する厚生労働
施策の企画立案，実施等のための基礎資料を得
ることを目的としている。
　そのうち21世紀出生児縦断調査は，主として
次世代の健全育成，少子化対策等の施策に関す
る事項の調査であり，現在調査客体として平成
13年出生児，平成22年出生児の 2つのコーホー
トを追跡調査している。すなわち人口動態調査
の出生票を基に，それぞれ全国の平成13年 1 月
10日～17日の間および同年 7月10日～17日の間
に出生した子（平成13年出生児コーホート），
平成22年 5 月10日～24日の間に出生した子（平
成22年出生児コーホート）の全数を対象として，
毎年 1回郵送による調査を実施している注1）。
　一方，21世紀成年者縦断調査は，少子化対策
等に関連する男女の結婚，出産，就業等の実態
および意識について，初回調査時点（平成14年
10月末時点）で20～34歳であった全国の男女
（およびその配偶者）を母集団とする抽出標本
を対象として，毎年 1回実施しているものであ
る。調査票は客体の性別により男性票，女性票
があり，対象の配偶者が客体以外（初回調査時
20～34歳以外）となる場合には，配偶者票（男
性用），配偶者票（女性用）が用意されている。
これにより夫婦については必ず夫妻両者の情報
が得られるように工夫されている。平成24年調
査から，平成24年成年者コーホート（平成24年
10月末時点で20～29歳の男女）を加えて， 2つ
のコーホートを対象とした調査となってい
る注2）。
　中高年者縦断調査は，団塊の世代（1947～49
年ベビーブームに出生した人口規模の大きな世
代）を含む引退期に向かう中高年者世代の男女
を追跡して，その健康・就業・社会活動に関す
る意識面・事態面の変化過程を継続的に調査し，
中高年期における健康，環境，行動の変化や事
象間の関連性等を把握することを目的としてい
る。調査客体は，平成17年10月末現在で50～59
歳であった全国の男女を母集団とする標本であ
り，毎年１回実施している注3）。

（ 2）　21世紀縦断調査の特徴と課題
　前記 3つの縦断調査は，いずれも統計法に基
づく一般統計調査として位置づけられており，
政府の他の統計調査と同様に所掌官庁（厚生労
働省）において企画・実施がなされている。た
だし，同調査は官庁の行う本格的パネル調査と
してはわが国初の実施であり，これまでのモニ
タリングを主な役割とする横断型調査に加えて，
事象や要因の因果関係や政策効果の検証に有効
とされるパネル型調査が開始されたことは，科
学的知見（エビデンス）に基づく政策形成の流
れを醸成する上で画期的な出来事と位置づけら
れるだろう。また，出生児，成年者，中高年者
調査という 3調査を組み合わせることによって，
国民生活をライフコースの視点から体系的に捉
えるという枠組みは，諸外国にも例を見ない調
査スキームとなっており，今後わが国において
制度横断的施策の立案などを通して全員参加型
社会を実現して行く上で，有効かつ不可欠な情
報源となることが期待される。
　一方で，21世紀縦断調査は政府がこれまで取
り組んできた多くの横断調査とは，データ管理
や統計分析の手法，結果の解釈や応用の仕方な
どの面で大きく異なっており，官庁においてそ
うした知識，技術，経験の蓄積が十分でなかっ
た当初の状況においては，当該調査の特徴を十
分に活かす方途に課題があった。というのは，
モニタリング型の横断調査においては，綿密な
設計によって標本の代表性さえ確保されていれ
ば，クロス集計表による対象集団の構成比変化
や指標の時系列比較によって事象変化の把握と
いう機能が十分に果たせるのに対し，パネル型
調査においては，脱落による代表性喪失につい
ての評価が必要であり，また要因間の因果関係
の特定のために高度な統計手法を駆使しなけれ
ばならないなど，調査の持つ真価を活かすため
には高度な専門的手続きが必要となる。そうし
た分析作業については，これまでのように調査
実施主体である官庁部局が調査実施と同時に担
うということには困難があった。
　この点については，大学や研究機関に所属し，
調査データの分析などを専門とする研究者と連
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携する体制を作ることによって解消することが
考えられた。実際，担当部局からの要請の下で
厚生労働省の付属機関である国立社会保障・人
口問題研究所において，縦断調査に関するデー
タ管理ならびに統計分析の枠組み作りのための
チームが編成され，筆者らはこれに参加するこ
とにより同調査の分析態勢作りを行ってきたと
ころである。
　具体的には，平成16年から22年にかけて 3つ
のフェーズにより，①Panel Survey 情報閲覧・
検索システム構築，②データ管理・統計分析シ
ステム開発，③縦断データ特性の検討（脱落・
移動・回答不詳の分析），④パネルデータ分析
法のレビューと実施準備（変数定義等），⑤各
種ライフコース事象分析のシード研究，さらに
⑥横断調査との併用による代表性喪失の評価・
対処法の研究などを行ってきた。これにより，
縦断データの年々の蓄積と相まって，縦断調査
本来のポテンシャルを解発するための体制は整
いつつあるといえる。

（ 3）　21世紀縦断調査の政策応用への方途
　本委託事業においては，そうした体制を一歩
進めて，厚生労働政策への応用に資するための
方途が求められた。データの蓄積とその研究分
析体制の整備は縦断調査活用に必須の条件であ
るものの，政策的応用を通しての国民福祉の増
進という最終的な目的を達成するためにはもう
一つ必須の要素が存在する。それは政策ニーズ
の把握とこれに即した問題意識である。国民生
活の実態を探る縦断調査においては，これに重
要と考えられる多くの要素に関する情報を抽出
しているわけであるが，それらの動態の把握の
仕方，すなわち調査項目間の関係の組み合わせ
方は無数に存在し，したがって分析モデルも無
数に存在する。有効な分析を行うためには，そ
れによって国民生活のどの領域の何を知るべき
かという明確な問題意識が必要である。分析者
は独自の問題意識から要素を選び，モデルを組
み上げて統計手法にかけることを行うが，これ
をもって国民福祉の増進に寄与しようとするな
らば，分析者は国民のニーズやこれに対する可

能な施策の範囲ならびに制約等に精通していな
ければならない。通常こうした知見と問題意識
を有するのは，政策課題に取り組む現場，すな
わち政策部局である。したがって，縦断調査の
分析を現下の課題に対処し，施策に効率的に結
びつけるためには，調査実施主体，分析主体に
加えて，政策実施主体としての政策形成部局と
の問題意識の共有が必要であると考えられる。
本事業では，縦断調査の政策応用に向けての方
途の一つとして，この政策部局との連携という
新たな枠組みの構築を目指した。具体的には，
後述のように各縦断調査のテーマ範囲や分析手
順について整理して調査の俯瞰図を提示するこ
と，多様なテーマについて発想の元となるよう
な具体的な分析例を示すこと，また縦断調査の
利活用に関する方途を検討するために組織した
有識者によるアドバイザー・グループにおける
討議など，多方面からのアプローチにより，連
携実現のための環境作りを行った。以下では，
それらの作業の成果についてみていきたい。

Ⅲ　政策形成のための縦断調査分析手順
と分析例　　　　　　　　　　

　縦断調査をはじめとする実地調査を政策形成
に活かすためには，前述のように分析主体と政
策実施主体の連携を欠かすことができないが，
そのためには相互の作業内容に関する基礎的な
理解が不可欠である。ここでは政策実施主体の
側が，その問題意識を分析研究に結びつける際
に役に立つと考えられる21世紀縦断調査による
研究の俯瞰図を提示してみよう。
　21世紀縦断調査では， 3調査の組み合わせに
よって国民生活をライフコースの視点から体系
的に捉えるという枠組みを有しており，ライフ
コース縦断的あるいは制度横断的な施策の検討
に適したスキームとなっている。同調査の政策
的応用の検討に際しては，このことに十分留意
すべきである。縦断調査のこの特徴を把握する
ために，各調査のカバーする対象事項をライフ
コース軸に沿って示したものを図 1上段に示し
た。図では各ライフステージにおける事象が主
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として家族を通して他のライフステージの事象
と密接に関連しており，各調査を連携させて用
いることが有効であることを示している。
　さらに図 1中段，下段は分析研究から学術的
分野，政策形成への貢献に至る流れを描いてい
るが，中段では育児休業制度を分析例としてそ
の国民生活や社会への波及効果の分析モデルが
示されている。これらは模式的な例に過ぎない
が，個別の政策形成についてもそれぞれのライ
フステージにおける多様な属性，環境の下での
効果の波及を視野に入れる必要が有り，そのた
めの評価や検証に縦断調査が有効であることを
示している。
　つぎに縦断調査データの分析研究について，
出生児調査を例に研究の基本的な手順を示す。
図 2に，出生児調査における調査項目を目的変
量，媒介変量，説明変量に分類して示した。こ
こでは主要な調査項目の大部分が分類されて示
されている。
　目的変量とは，分析モデルにおいて他の調査
項目の影響を受けて内容が決まると考える調査
項目のことである。施策の効果測定分析におい
ては，通常，施策の効果を表す項目や指標を目
的変量とする。図の例においては，次世代健全
育成の観点から児童の発育（身体，精神面，学
力面，社会面等）や健康（病気・けが，入院，
事故等）を目的変量として捉えている。加えて
子育て費用なども親子への経済的支援などの施
策を考える際には目的変量となり得る。
　これに対して説明変量とは，外生的にその内
容が決まり，目的変量の内容に影響を与えてい
ると想定される調査項目のことである。ここで
の事例では，当人ならびに父母の年齢，国籍な
どの人口学的属性や，学歴，就業状態などの社
会経済的属性，世帯の居住地域，生活環境など
を取り上げている。統計分析モデルでは，これ
らの変量の内容は所与のものと考え，その個人
の間の違いが発育や健康の個人差に様々な程度
で関わっていると考えることになる。21世紀縦
断調査のようなパネル型調査データの分析にお
いては，説明変量の「変化」と目的変量の「変
化」の関係を測定できるため，変量間の因果関

係の有無と強さをある程度確信的に特定できる
ことが優れた特徴となっている。
　さらに媒介変量とは，説明変量の目的変量に
対する効果を媒介すると考えられる調査項目で
あるが，ここでの事例では生活の状況や子育て
の状況・意識を媒介変量と考えており，その内

資料　文献 6），Ｐ95．

図 1　 3つの21世紀縦断調査とその分析研究の流れ図
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図 2　出生児調査の調査項目分類・相関図の例
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容が親子の人口学的属性や社会経済的属性など
によって影響を受ける一方で，児童の発育や健
康，あるいは子育て費用などに対してはその内
容に影響を及ぼすというモデルとなっている。
　ここでの例の場合，子育て費用は，親子への
経済的支援の在り方をどうするべきかという問
題意識においては目的変量となるが，子どもの
発育や健康を問題の施策のターゲットとする場
合には，媒介変量に分類することが妥当となる。
このように変量の分析上の分類は各項目に固有
なわけではなく，目的によって変わる相対的な
ものである。
　ここでは出生児調査における児童の健全育成
を取り上げたが，これは一例に過ぎない。たと
えば，この調査において，少子化に関連した施
策を考えているのであれば，親にとっての次の
子どもの出生の有無や出生までの期間を目的変
量とし，種々の説明変量と媒介変量の違いや変
化の効果を分析するといったモデルが考えられ
るだろう。
　こうした分析の実例を紹介しよう。それは子
どもの健康格差とその要因に関する研究である。
出生児調査を用いた研究により，わが国で世帯
所得を中心とした世帯の社会経済的地域の違い
により子どもの健康格差が存在することが確認
された3）－5）。とりわけ貧困と子どもの健康障害
の関係が特定され，アメリカ，イギリス，カナ
ダなどにおける先行研究の結果と類似がみられ
ている。また，わが国の子どもの健康格差は，
母親の学歴と強く関係していることも見いださ
れた。子どもの不健康は長期にわたる負の遺産
としてその後の人生，あるいは次世代へと連鎖
することが指摘されているが，効果的な医療費
助成や健康指導などの施策によってこうした影
響を防げる余地があると考えられるため，こう
した研究の政策的意義は高い。今後，出生児調
査を用いて子どもの健康格差に関する経済格差，
母の学歴差以外の要因を特定し，一方では関連
する施策の効果を測定することが望まれる4）5）。
　以上のように，パネル調査を用いれば政策
ターゲットとなる目的変量を定め，施策の対象
となる要因に関する説明変量の影響を捉えて，

これに対する施策効果を想定したり，すでに実
施された施策の場合はこれを実験と見なしてそ
の効果を定量的に測定することが考えられる。
政策形成の担当者は，縦断調査によって調査さ
れている事項の範囲と，上述のような分析研究
の流れを踏まえて，分析主体に対して計画され
る施策効果の評価が行えるようなプランを提案
することが望まれる。

Ⅳ　既存縦断調査分析の政策応用に
関する検討　　　　　　　

　21世紀縦断調査の厚生労働政策への応用につ
いて，前節においては子どもの健康格差に関す
る研究の例を挙げたが，この研究は上述した縦
断調査の分析枠組み構築のための先行事業にお
いて，「 5）各種ライフコース事象分析のシー
ド研究」の 1つとして行われた分析研究が下地
となっている。本節では，これ以外に行われた
各種テーマに関するシード研究の政策的応用に
ついて検討した結果を示す。縦断調査の調査項
目の範囲において行うことのできる分析には一
定の枠が存在するが，シード研究はそれらの枠
内にある基本的なテーマについて，分析研究の
応用可能性を探り，紹介することを目的に行わ
れた基礎的分析である。個々の分析研究はもち
ろん，全体が学術的研究としての価値と発展性
を持つものであるが，これに加えてそれらは分
析主体が連携すべき調査実施主体ならびに政策
形成主体に対して，縦断調査に基づく分析研究
の活用に対するイメージを与える役割がある。
こうしたイメージの共有は，調査実施主体によ
る実施上の注意点の把握や調査票の洗練に，ま
た政策形成主体とは問題意識の共有などに有用
であり，適切な連携に働くと考えられる。なお，
以下に記述する分析研究は，先行研究事業にお
いて実施されたシード研究の中の一部のテーマ
を取り上げて政策的応用について考察したもの
である6）。
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（ 1）　21世紀出生児縦断調査に関する提言等：
児童の体位

　近年，成人期における肥満が，幼児期の
Adiposity Rebound（AR）の時期によって予
測できると考えられ，生活習慣病の予防に関連
した重大な指標になる可能性があるとされる。
ARとは，小児においてBMI がいったん最小値
を示した後，再び上昇する現象である。21世紀
出生児縦断調査からはこのARの時期が測定で
きる。これを分析した結果，わが国ではBMIが
高値の子どもではより多くARを経験するもの
の，ARは肥満の予測因子として精度はそれほ
ど高くないことなどがわかった。その他， 5歳
半までのBMI増加の因子として，妊娠週数が短
いこと，普段の保育者が家族外であることなど
があり，アメリカなどで指摘されている食事の
摂り方，テレビやテレビゲームに関しての影響
は日本では軽微であることなどがわかった。
　これらの結果は次世代健全育成の観点から，
次世代の成人期における生活習慣病の予防の在
り方について示唆的な研究結果となっている。
ただし，こうした分析を目的として設計された
調査でないことから，結論を科学的に実証しか
ねる面もある。このことはその他のテーマにつ
いても同じことがいえる。しかし，英国の同種
の調査（ALSPAC）に例が見られるように，
政策課題について検証が必要な仮説が発生した
段階でパイロット的な分析研究ができることの
価値は大きく，今回のARに関する分析もそう
した研究として位置づけられる。今後，これら
の結果は，たとえば環境省が行う大規模な疫学
調査「子どもの健康と環境に関する全国調査
（エコチル調査）」注4）などの実施に有益な情報
を提供することができる。こうしたことから，
国が縦断調査のように既存のコーホートを常時
保有し，管理し続けることのメリットは大きい
と考えられる7）。

（ 2）　祖父母・保育サービスによる保育支援の
都市規模による差をめぐって

　21世紀出生児縦断調査によれば，母の有職率
には地域差があり，子ども 2歳半時点で，大都

市部で低く（29%），その他の市で中間（40%），
郡部で最も高い（48%）傾向となっており，人
口規模が大きいほど低い。このことは保育資源
の調達のしやすさから一定の説明ができる。す
なわち，祖父母の支援（ふだんの保育者に祖父
母いずれかが含まれる割合）ならびに保育サー
ビス利用はいずれも都市圏で低く，郡部で高い
傾向がみられ，さらに両者を併用している割合
も郡部で高い。
　これらのことは，保育が母の就業を制約して
おり，父母ないし保育サービス等の支援の調達
しやすさが，母の就業に強く影響をしているこ
とを示唆している。都市部において，祖父母な
いし保育サービス等の支援が得にくい理由には，
住宅事情などにより祖父母との同居・近居が困
難なこと，保育所等の受入可能人数が少ないこ
となどが考えられるから，政策的には保育所等
の供給増が望まれる。一方で，祖父母との同
居・近居を容易にする施策も有効である。母の
有業率の上昇は，両立のしやすさの指標と考え
られるから，こうした施策は少子化解消への必
要条件として整備して行く必要が指摘できる6）8）。

（ 3）　子ども・子育て支援，特に保育政策，地
域子育て支援

　21世紀出生児縦断調査によれば，「育児不
安・負担感」とひとくくりにしていては見えて
こない育児意識の実相が把握できる。たとえば，
それらの意識を大別すると 3パターンあり，不
安・負担感が①子の成長につれて下がる項目
（目が離せないので気が休まらない，子どもが
言うことを聞かない，子育てによる身体の疲れ
が大きい，自分の自由な時間が持てない），②
成長につれて上がる項目（子育てで出費がかさ
む），③一時点のみ突出して高い項目（子ども
が病気がち）がある。
　また，母の就業との関係では，専業主婦では
子を「預ける場所がない」など施設・制度の不
足感が強いが，常勤の母では時間不足や子が病
気がちなどについての負担感が強く，パートで
は経済的な負担感が強いなど，これまでいわれ
てきたように「専業主婦は就業している母親よ
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り負担感が大きい」という単純なものではない
ことがわかってきた。さらにこうした育児不
安・負担感のパターンは，学歴や所得などで分
けた階層によっても異なったパターンを示して
いる。
　これらの結果より，次世代健全育成対策にお
いて，育児不安や負担感の軽減を目指す施策に
おいては，対象世帯の階層や母親の就業状況な
どによって異なったメニューを用意し，対象に
即した支援を行う必要があるだろう6）9）。

（ 4）　子ども・子育て支援，若者支援に関する
施策，教育政策

　ヨーロッパ諸国では，若年出産が収入，就業
状況，教育達成などに与える影響についての量
的な調査研究が蓄積されている。わが国で21世
紀出生児縦断調査により若年出産（たとえば10
代の出産）についてみると，まずそれは低学歴
層に偏って生じていることがわかる。また，貧
困率が高く，中でも低学歴なほど貧困の継続が
顕著である。その影響として，子どもの習い事
などに格差が生じており，年齢とともに拡大し
て行く可能性が示唆される。また親の育児不安
の内容については，子育ての仕方がわからない
不安がとくに強いなどの特徴を有する。これら
のことから若年出産をした層は，支援政策の対
象となり得る。一部の自治体で実施する母親教
室などは有効だが，分析結果からはより包括的
な支援が望まれる6）10）。

（ 5）　子ども・子育て支援，経済的支援に関す
る施策

　21世紀出生児縦断調査により就学前の子育て
費用（総額，保育料，習い事）の実態について
調べたところ，所得に占める育児費用の割合が
30%以上の層では，①シングルマザー世帯，②
貧困世帯（所得が下位第 1四分位）など，階層
間格差が明らかであった。また，意識における
経済的負担感の強さと実態としての費用負担の
高さは必ずしも一致していない。こうしたこと
から，施策面においては意識面におけるサポー
トと実態面におけるサポートは分けて考える必

要があり，より緊急性の高い後者においても①
母子家庭，②貧困世帯（年収400万円未満），③
それら以外の育児費用が家計の30%以上の層と
いうように，優先順位を設けることが有効であ
ると考えられる6）11）。

（ 6）　21世紀出生児縦断調査で何がわかるの
か：父親役割を測る

　21世紀出生児縦断調査の利点は，標本が大き
いこと（ 4万 7千の出生児）と長期にわたって
同一個人の情報が蓄積される点である。標本が
大きいことで通常の調査では分析できない特殊
な環境下にある出生児について実態を把握する
ことができる。また，長期の縦断データである
ことから因果関係を定量的に示すモデルが構築
できる。前者の例としては，婚外子の分析によ
り，これらの親子が経済的困窮に陥りやすく，
母親は深刻な悩みを持つ割合が高く，子どもも
祖父母や同世代の子どもと遊ぶ割合が少ないな
ど，孤独な側面が浮き彫りとなった。その政策
的対応としては，婚外出生児を持つ母親が相談
しやすい行政窓口を整備するなど，コミュニ
ケーションを図る支援を行い，子どもの環境格
差解消を促進する施策が望まれる。一方，因果
モデル構築の例としては，父親の（同別居な
ど）存在やその状況変化が子どものいる家庭に
どのような影響を与えているのかについて分析
し，父親の不在が家計収入の約 8割の減少効果
を持つことなどを明らかにした。こうした父親
不在の経済的損失額に関する知見は，離婚の際
の養育費や，父親死亡時の保険額や損害賠償額
の算定などの参考として応用することができる。
また，父親の存在は経済面だけでなく，母子の
心身の健康や子どもの成長，修学・学歴，成人
後の社会経済的地位など多面にわたって影響を
持つと考えられ，縦断調査による分析によって，
今後他では得られない知見を得ることが可能で
ある6）12）。

（ 7）　「21世紀出生児縦断調査」による子ども
観の分析：概要と提言

　21世紀出生児縦断調査によって親の子ども観
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とそれが育児・教育方針や子ども自身に与える
影響を分析した結果，親の持っている子ども観
によって，育児方針や教育方針に差が認められ，
それが子どもの生活や学習習慣にも影響を及ぼ
していることが確認された。すなわち「感性」
を重視するタイプでは子どもが小学校低学年ら
しい健康的な生活を送っているのに対し，「知
性」型では，生活習慣がルーズだったり，ひと
りで過ごすことが多かったりしている。とりわ
け「知性×積極」型では子どもの生活習慣や学
習，情動や社会性の面で不安が残る結果となっ
ている。すなわち，情操面を含まない勉強と体
力面で業績志向の強い子ども観を持っている
「知性×積極」型の親元では，子どもの生活に
問題が見られる。
　保護者が育児や教育に熱心でない層，そのた
めの支出が十分に行えない層への支援施策に関
する議論が始まっているが，さまざまな育児方
針・教育方針を持つ親に対して，公教育が子ど
もに健康な生活を送りつつ多様な能力を開発す
るためにすべきことについて，議論を要するこ
とが示されている6）13）。

（ 8）　独身者の結婚意欲ならびに有配偶者の希
望子ども数に関する分析：『21世紀成年者
縦断調査』を用いた分析事例

　調査で捉えられた結婚意欲が強いほどその後
の結婚確率は高く，同様に出生意欲が高いほど
出生確率が高いことが有意に確認されているが，
これらの意欲を醸成する要因を探ると，男女と
も無職や非正規雇用では結婚意欲が低く，育児
休業制度など支援制度が利用可能職場に働く独
身女性は出生意欲が高いなどの傾向がみられる。
また，第 1子出産後の夫の家事・育児時間の増
加は妻の希望子ども数を維持する効果があるな
ど，縦断調査でなければわからない傾向も見い
だされている。これらは因果的な関係である可
能性が高いため，政策的応用に直結している。
すなわち，非正規雇用の対策推進は，結婚を促
す効果を持ち，企業における育児休業制度など
支援制度の推進は，既婚者の出生意欲のみなら
ず独身者の結婚を促す効果が期待され，また，

男性の長時間労働の見直しや育児参加意識の促
進は，男性の育児への参加を進めることで妻の
希望子ども数，ひいては出生子ども数を高める
効果を持つといえる6）14）。

（ 9）　配偶者選択選好の変化：2002年以降の結
婚行動にみられる新たな知見

　女性の高学歴化や高所得化は未婚化の主要な
要因とされるが，その説明として女性が経済的
自立するためとする仮説と，つり合う学歴の男
性が少なくなることよるミスマッチによるとす
る仮説が存在する。21世紀成年者縦断調査を用
いた分析では，①女性の学歴と年間勤労所得は，
いずれも高いほど結婚確率を上昇させ，②伝統
的な性別役割分業意識をもつ女性ほど結婚しや
すい傾向にあるが，高卒以下と短大以上ではそ
の強さが異なるといった結果が得られ，高学歴
女性が上方婚にこだわらない配偶者選択選好に
変化しており，西欧型の稼得能力の高い女性ほ
ど結婚しやすいという方向に向かっている可能
性を示唆している。こうしたことからは，たと
えば年金制度における第 3号被保険者制度や所
得税・健康保険の扶養者控除のように女性の就
業を抑制する作用を含む制度はこれらの新しい
世代には合っておらず，結婚を阻害している可
能性すら考えられる。したがって，こうした制
度の見直しについては，結婚・家族に求められ
る機能の変化といった側面からもアプローチす
る必要があることがわかる6）15）。

（10）　第 2子出生タイミングに関する要因分析
　わが国では第 2子出生は出生力水準を決定す
る重要な事象であるが，21世紀出生児縦断調査
によって，第 2子出生がどのような要因によっ
て規定されているのかを調べたところ，①第 1
子出生時に妻が育児休業制度を取得した場合に
第 2子の出生確率が高いこと，②第 1子出生後
の夫の育児参加度が高いほど第 2子の出生確率
も高いこと，③第 1子出生後に妻の育児不安や
育児負担感が大きいほど，第 2子の出生確率が
低いことなどが見いだされた。これらは縦断調
査による時間的な関係により，因果的関係であ
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ることが想定されるため，直接的な政策応用が
考えられる。すなわち，育児休業制度の拡充は
働く女性の第 2子出産を促進する効果があり，
夫の育児参加が可能となるような働き方の促進
は，第 2子の出生を促す効果を持ち，さらに妻
の育児に対する不安や悩みの軽減が，第 2子出
生への移行を促す。これらを推進する施策は第
2子出生へのスムーズな移行を通して，出生率
を回復させる効果を持つといえる6）16）。

（11）　中高年者縦断調査の高齢者の健康状態変
化分析に基づく施策への提言

　今後増大する高齢者の健康状態を良好に保つ
ことは，積極的に社会参画する高齢者を増やし，
医療・介護にかかる社会負担を軽減するために
必要であるが，21世紀中高年者縦断調査を用い
ると中高年者の健康状態に影響を及ぼす生活実
態や環境要因を特定することができる。分析の
結果，バランスを考えた食習慣 ，適正体重の
維持，軽い運動の習慣，就業の継続，高学歴は
健康悪化を防ぐ効果があり，さらに人間ドック
受診，就業継続，就業の開始，有配偶などは健
康を改善する効果が認められた。一方，介護負
担の発生，喫煙習慣，病気やけがの治療，病気
の診断などは，健康悪化を促進することがわ
かった。したがって，これらの健康増進ならび
に悪化防止の項目を促進するような施策は効果
が有ることが期待される。これらの効果は定量
的に捉えられるため，施策の費用対効果を推定
することも可能である6）17）。

Ⅴ　アドバイザー・グループによる縦断調
　査の利活用と調査の方向性に関する
検討　　　　　　　　　　　　　

　上述したように，本事業では縦断調査の利活
用について検討するために，パネル調査の実施
や分析研究に経験を有する専門家有識者による
アドバイザー・グループを組織した。すなわち，
同グループにおいて2011年10月28日から12月 9
日の間 5回に渡って会議を開き，縦断調査の利
活用に関する方途や，調査実施主体・分析研究

主体・政策形成主体の三者の連携の在り方，さ
らには縦断調査の今後の方向性などについて検
討を行った。
　具体的な検討課題は，①21世紀縦断調査の利
活用ニーズについて，②21世紀縦断調査におけ
る項目内容について，③データの 2次利用対
応・分析体制について，④データの保守・管理
体制ならびに脱落への対処方法について，⑤成
年者調査の新規コーホートの調査票設計につい
てとし，政策研究と学術研究のあり方等々，多
角的に議論・検討がなされた。組織，検討内容
の詳細は，「研究報告書」に譲るが6）18），主要な
提言をまとめると，縦断調査データの二次利用
の在り方， 縦断調査において捕捉すべき調査項
目， 調査の企画・分析体制， データの保守・管
理体制ならびに脱落への対処，という 4つのト
ピックに大別される。以下，それぞれの提言内
容について要約する。

（ 1）　縦断調査データの二次利用の在り方
　官庁統計の一義的役割としては，各省庁にお
ける政策課題を把握し，これに対処するための
基礎資料を得るということにある。しかし，同
時に官庁統計には国民が客観的な判断を下すた
めの共有財産としての側面も認められる。縦断
調査については，専門性の高い調査であること
から，公益性の高い研究計画を有する研究者に
対して，個票データを提供し，二次利用を通じ
て研究成果を社会に還元していくことが重要で
ある。ただし，それは調査対象者のプライバ
シーを守ることは当然のこと，さらに差別的な
表現などにより対象者の感情を傷つけたりする
ことがないことを保証することも重要である。
　そうした前提を踏まえた上で，縦断調査デー
タの二次利用の在り方について提言された内容
を集約すると，以下の 5つの点となる。すなわ
ち，①関連学会あるいは厚労省のホームページ
での二次利用の周知，あるいは縦断調査を使っ
た研究成果の学会での報告などを通じて二次利
用の周知を図ること，②二次利用申請に必要な
要件，書類，審査の流れをホームページなどで
公開すること，③二次利用申請書類の書き方に
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関する説明会を開催すること，④二次利用の
データを速やかに提供する体制を作ること，
⑤提供するデータはなるべく利用者の使い勝手
に留意した形のものとすること（例えば，CSV
形式でのデータ提供や各回データの項目の並び
を統一した形のデータ提供，あるいは縦型デー
タの結合プログラムの提供など）である。

（ 2）　縦断調査において捕捉すべき調査項目
　出生児縦断調査については，まず子どもの発
達をはかる調査項目として学習力，自己肯定感，
心の健康度，友達関係など，中学生以上になっ
た場合には，就学意識等親でなく本人自身に尋
ねる項目，貧困の世代間連鎖といった研究を想
定して収入の内訳などの調査項目追加の検討が
提言された。
　成年者縦断調査については，女性の結婚時・
第一子出産時の自発的離職，キャリアビジョン，
職場における技能形成の機会や取り組みの有無，
独身者を意識した項目（結婚しない理由，独身
でいる理由，異性との交際状況など），夫婦関
係，乳幼児とのふれあい体験，祖父母の支援，
メンタルヘルス的な項目，親との同別居だけで
なく近居，保育・子育て支援サービスとして育
児サークルや放課後児童クラブなど多様なサー
ビス，収入の内訳などの調査項目追加の検討が
提言された。
　中高年者縦断調査については，ソーシャルサ
ポート資源の多寡（別居家族・親戚・近隣・友
人・医療介護関係者との接触頻度，交流状況，
居住距離等），介護サービスの利用状況，満足
度，幸福度や不安感などの意識項目などの調査
項目追加の検討が提言された。

（ 3）　 調査の企画・分析体制
　調査実施主体と研究者との連携について，た
とえばワーキング・グループのような形で外部
研究者に縦断調査の企画や概況の作成に参画し
てもらうという仕組みが考えられるが，これに
ついては，出生児縦断調査の場合，子どもの発
達心理の専門家を入れるなど広範な分野からの
参加が考えられる。調査項目などの広報により

各種の分野の研究者を集める事ができる。また，
縦断調査に関心を持つ研究者同士が他の研究者
の成果を勉強したり意見交換したりできる機会
を設けることも考えられる。

（ 4）　データの保守・管理体制ならびに脱落へ
の対処

　縦断調査は調査回ごとに累積していくもので
あり，これらを経時的に分析する必要があるた
めパネルデータに最適な形でデータの保守・管
理を行っていく必要がある。その際，各調査回
のデータのつなぎ方にはパネルデータならでは
の方式があり（各回データを履歴データの末尾
に追加して行く方式），これに従うことが必要
である。また，調査項目の修正が多数となるた
め，修正箇所をまとめたファイルを作成し，複
数の管理者（あるいは分析者）が共通にアクセ
ス・管理できるようにする。さらにエラー
チェックの履歴がわかるようにし，とりわけ回
答者記入調査票を保持して後の確認が可能とな
るようにしておく必要がある。
　また，パネル調査には調査回を重ねるごとに
客体の脱落が不可避であり，これにより標本の
代表性を損なうのみならず，客体数の減少に
よって調査実施が困難になることもある。脱落
への対処については，挨拶状やニュースレター
などによって対象者とのコンタクトを常に維持
するように努めること，転居した際の連絡が確
実になるよう連絡票（はがき）を完備すること，
一度脱落しても明確な「回答拒否」以外は 2～
3年追跡して調査を行うこと，実家など複数の
連絡先を登録してもらうこと，督促有無や回数
の情報も記録しておくこと，対象者の関心を維
持するよう意義や活用事例の紹介などのＰＲに
努めることなどの助言がなされた。
　以上に要約した提言は，現在パネル型実地調
査の最前線において実施や分析に携わる専門家
の総意を集約した形ともなっており，いずれも
縦断調査の発展に寄与するだけでなく，今後に
計画される他の調査においても有用なアイデア
を含んでいると考えられる。
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Ⅵ　お　わ　り　に

　本稿では，厚生労働統計協会の委託により実
施した「縦断調査データの厚生労働政策への応
用に関する研究」の研究成果の概要を紹介した。
厚生労働省が実施している21世紀縦断調査（出
生児，成年者，中高年調査）は，出産，子育て，
成長，就業，家族形成・変化，引退期の健康，
生活などの国民生活の重要な側面について，同
一客体を長年にわたって追跡するというパネル
調査手法により実態と動態の把握を行い，各種
の厚生労働施策の企画立案等に資することを目
的としている。同調査は因果関係の検証や政策
効果の測定などに効果的なパネル調査であると
いうことだけではなく， 3調査の組み合わせに
よって国民生活をライフコースの視点から体系
的に捉えることができるなど，諸外国にも例を
見ない特徴を有し，厚生労働行政において，科
学的知見に基づいた政策形成を図って行く上で
要となるべき調査である。しかし，縦断調査
（パネル調査）は政府がこれまで取り組んでき
た多くの横断調査とはデータ管理や統計分析の
手法，結果の解釈や応用の仕方など多くの面で
異なっており，分析を専門とする研究者との連
携が必要である。また，これを政策立案に役立
てるためには，政策ニーズを把握している政策
形成現場と問題意識を共有する枠組みも必要で
ある。こうした調査実施主体，分析研究主体，
政策形成主体の三者が密接に連携するための条
件の整備や準備としての取り組みとして，調査
項目の体系化や全体像の提示によって調査に対
する三者の共通の理解を進めること，各種テー
マに対するシード研究を例にして分析研究から
政策形成への流れを具体的に示すこと，パネル
調査を専門とする研究者によるアドバイザー・
グループを組織して調査の利活用や方向性につ
いての検討などを行った。こうした取り組みが，
縦断調査データの蓄積と相まって，今後におい
て調査結果の厚生労働施策への本格的な応用を
実現させ，国民生活の向上に貢献することを期
待したい。

注 1  ）直近では，平成24年 1 月に第11回（平成13年 7
月出生児11歳小学校 5 年時），同年 7 月に第11回
（平成13年 7 月出生児11歳小学校 5 年時），同年12
月に第 3 回（平成22年 5 月出生児 2 歳 6 カ月時）
が実施されている。

注 2  ）毎年11月第 1 水曜日を調査時期としており，直
近では，第11回調査（平成14年コーホート）なら
びに新規コーホート第 1回調査（平成24年コーホー
ト）が，平成24年11月 7 日に実施されている。

注 3  ）毎年11月第 1 水曜日を調査時期としており，直
近では，第 8回調査が平成24年11月 7 日に実施さ
れている。

注 4  ）10万組の母子について子の妊娠中から13歳にな
るまで定期的に健康状態を調査し，環境要因が子
どもたちの成長・発達にどのような影響を与える
のかを調べるためのパネル調査（コーホート調査）。
子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル
調査）（http://www.env.go.jp/chemi/ceh/）
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